
「つかいみちを選べる募金」 
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「つかいみちを選べる募金」とは？ 

福祉活動を行う参加団体が、課題解決に向けた事業活動を行うための財源を確保することを目的として、共同募

金会と協働して募金活動を実施します。 

寄付者は、応援したい団体を選び寄付をします。寄せられた寄付金に所定の割合を加算した金額が次年度事業費

として助成されます。 

【参加対象団体】鳥取県内の福祉を目的とした活動を行っている民間の非営利団体 

【助成対象事業】福祉に係る社会課題、地域課題の解決に取り組む事業活動 

※詳細は「つかいみちを選べる募金」助成事業取扱要領参照 

 

■■令和５年度実施事例■■  

【参加団体】特別なケアが必要な子ども達を支援する団体 

【課  題】病気療養や経済的理由、一人親世帯など、特別なケアを必要とする子どもたちをコンサート、人形 

劇などに招待し、各種体験や社会参画の機会充実の促進を図るための資金が必要 

 

【目標額】30 万円  【寄付総額】約 30 万円  【助成額】約 33 万円 

 

令和６年度つかいみちを選べる募金事業スケジュール 

 

 

希望する団体は、下記 HP から申請様式をダウンロード、必要事項記入し申請してください。 

【お問合せ先・申請先】社会福祉法人鳥取県共同募金会 

〒689-0201 鳥取市伏野 1729-5 県立福祉人材研修センター内 

電話 0857-59-6350 FAX0857-59-6540 

メール akaihane@tottori-wel.or.jp  ホームページ https://akaihane-tottori.or.jp/ 

 参加団体 共同募金会 

令和６年 8月 1日

～9 月 30 日 

① 参加申請 ② 受付 

申請締切 

10 月末  

⑤参加決定 

③本会配分委員会にて審査 

④助成決定通知 

11 月初旬 ⑥募金チラシ原稿作成 ⑦募金チラシ印刷 

12 月中旬 ⑧募金チラシ納品  

令和 7年 1月 1 日 

 

～3 月 31 日 

⑨募金活動開始 

 

⑩募金活動終了 

⑪本会ホームページ掲載 

入金管理（ゆうちょ銀行） 

入金状況報告・領収書発行 

4 月上旬  

⑭助成金の請求 

⑯事業開始 

⑫募金額の確定 

⑬助成金確定通知 

⑮助成金の送金 

 

おすすめポイント 

☝入金管理は鳥取県共

同募金会が行います。 

☝領収書、お礼状をデー

タ作成し随時メール送

付します。 

☝共同募金への寄付は、

送金手数料免除や、税

制優遇があります。 

詳細については本会ま

でご相談ください。 

≒クラウドファンディング 

テーマ：地域福祉 

目標額：20 万円以上 

mailto:メールakaihane@tottori-wel.or.jp


令和６年度「つかいみちを選べる募金」助成事業取扱要領 

１ 趣 旨 

  本助成事業は、従来１０月１日から１２月３１日までの３か月間行ってきた共同募金運動の期間を３

か月間拡大し、拡大された３か月の期間で、各団体が取り組む地域の課題を解決するための活動費を共同

募金会と一緒に集め、課題解決の取り組みを支援するものである。 

  この事業により、地域住民やＮＰＯが主体となり、サービスをつくり提供する活動を、寄付者が選択し

て募金することにより、寄付者の共感や賛同を得る新たな募金の循環のしくみを構築していくことを目

的としている。 

 

２ 「つかいみちを選べる募金」の内容 

  解決したい福祉課題を持つ団体が、鳥取県共同募金会（以下、本会という。）と協働して、福祉課題を

解決する必要性（テーマ）を広く住民（寄付者）にアピールし、使いみちを選択する募金の協力を呼びか

ける。寄付者は寄付したいテーマを掲げる団体を選択し、そのテーマに対する寄付を行う。 

 

３ 助成対象団体 

  県内において福祉活動を行っている民間の非営利団体で、下記の要件を満たした団体を対象とする。 

 （１）県内に活動拠点を置き、県域又は各市町村域で活動している団体であること。法人格の有無を問わ

ない。 

 （２）５名以上で構成され、団体としての活動実績が原則１年以上であること。 

 （３）団体の会則（定款）、事業計画、予算、決算等が整備されていること。また、団体名義の金融機関

預金口座を開設していること。 

 （４）企業、政治活動、宗教活動を目的とした団体でないこと。 

 （５）寄付者からの信頼に十分に応えうる組織体制と活動実績があり、事業内容や成果及び会計情報を公

開できる団体であること。 

４ 助成対象事業 

    公的な制度では解決できない様々な福祉に係る社会課題、地域課題の解決に取り組む事業・活動と

する。 

 （１）主な事業・活動例 

   ①社会的孤立（ニート・引きこもりなど）に対する支援事業・活動 

   ②虐待防止、虐待を受けている人への保護事業・活動 

   ③障害者の地域移行を支援する事業・活動 

   ④子どもの貧困対策事業・活動 

   ⑤自殺予防事業・活動 

   ⑥難病者への支援事業・活動 

   ⑦犯罪被害者家族などへの支援事業・活動 

   ⑧地域に暮らす外国人に対する支援事業・活動 

   ⑨子育てに悩む家庭への支援事業・活動 

   ⑩生活課題を抱える高齢者等への支援事業・活動 

   ⑪その他、福祉に係る社会課題、地域課題の解決に取り組む事業・活動 

（２）対象外事業 

  ①会員、構成員同士の親睦のみを目的とした交流事業・活動 



  ②特定の個人的活動又はそれに類する活動 

  ③他団体又は下部組織への二次助成を目的とした事業 

  ④行政からの委託事業など公的制度の中で運営されている事業・活動 

５ 対象外経費 

① 団体の組織運営に関する管理経費、人件費  ②飲食費又はそれに類する経費 

 

６ 募金活動と事業実施 

 （１）募金活動期間 

     令和７年１月１日（水）から令和７年３月２１日（月）までとする。 

 （２）事業実施期間 

     助成決定通知の日から令和８年３月３１日までとする。 

 （３）寄付金の受付と管理 

  （ア）寄せられた寄付金は「共同募金」として取扱い、全額を本会へ送金する。 

ただし、令和７年３月３１日（月）までに入金のあったものに限る。     

（イ）必要に応じ、本会より寄付者へ領収書を発行する。 

（ウ）寄付金は、本会ゆうちょ銀行口座において管理する。 

（エ）寄付金は、日々集計し、件数・金額は助成団体と連携し公表する。 

 

７ 助 成 

 （１）１団体あたりの助成申請額は２０万円以上とする。 

（２）助成額は、団体に寄せられた寄付金総額に（ア）に掲げる事務手数料を控除した額と、寄付金総額

に（イ）に掲げる額を加算した額の合計額とする。 

（ア）災害等準備金積立金及び寄付金の入金管理並びに郵便振込用紙付チラシ作成・印刷費等として、

助成団体に寄せられた寄付金総額の１０％を事務手数料とする。 

  （イ）加算助成金    

団体に寄せられた寄付金総額   共同募金からの助成額 

   １００万円までの部分   寄付金総額 × ０．２ 

   １００万円を超える部分   寄付金総額 × ０．１ 

 （３）目標額を超えた助成額となった場合は、事業計画の変更等について、改めて本会と協議を行うこと。 

 

８ 申 請 

 （１）指定様式により、本会へ申請する。 

 （２）募集受付期間 

     令和６年８月１日（木） ～ 令和６年９月３０日（月） 

 

９ 助成団体の決定 

   助成団体は、本会配分委員会の審査により決定する。決定時期は、令和６年１０月下旬を予定。 

 

10 事業の変更・廃止と事業報告 

 （１）助成決定後、やむを得ない事情により事業内容を変更・廃止する場合は、指定の様式により本会の

承認を得る。 

 （２）事業完了後、速やかに指定の様式により本会へ報告する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


